
 この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッシ

ュ・フローは66億円のマイナス（前年同期は33億円のプラス）となりました。
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 短期及び長期借入金の純減少額60億円、配当金の支払い37億円、自己株式の取得による支出35億円等により、財務

活動によるキャッシュ・フローは137億円のマイナス（前年同期は34億円のマイナス）となりました。

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報

通期の業績予想につきましては、第１四半期連結累計期間における業績進捗及び第２四半期以降の見通しを踏ま

え、本年５月９日に公表した期初予想を据え置きます。 

なお、第２四半期の為替レートの前提につきましても、期初の[USドル：100円、ユーロ：135円]を据え置きます。 
 

      平成27年３月期業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

                             （単位：億円） 

  通期
－平成26年５月９日発表－ 

売上高 10,000

営業利益 620

経常利益 570

当期純利益 260
 

※上記業績予想は、本資料の発表日現在における将来に関する前提・見通し・計画に基づく予想であり、

  リスクや不確定要素を含んだものです。実際の業績は当社を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替レート

  の変動など様々な重要な要素により、これら業績予想とは大きく異なる可能性があります。
 
○ 定性的情報における記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項
 
（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更いたしまし

た。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が10,957百万円増加し、利益剰余金が7,052

百万円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

はそれぞれ76百万円増加しております。 
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